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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 定足数に達しており

ますので、３日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ きのうに

引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。

３番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○３番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。日本共産党奥本菜保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題について伺い

ます。

現在、当市における米軍三沢基地は、世界

のどこにでも出撃をする最前線基地となって

います。Ｆ－１６戦闘機によるイラク、アフ

ガニスタンなどへも出撃した拠点となってお

り、また、軍事訓練場にもなっています。そ

のため、市民は日々、訓練による騒音や戦闘

機墜落への不安、米軍関係者による事件・事

故の不安に脅かされています。

ことしに入り、ここ１、２月において、飛

行訓練による騒音が激しくなっています。市

街地において、夜１０時から明朝６時までは

飛行訓練を自粛することになっている静粛時

間帯にもかかわらず、２月の上旬ごろ、夜１

０時過ぎの騒音が激しく、住民から、何が起

こっているのか、最近、夜中の騒音がひどい

という苦情が寄せられています。私自身も夜

１１時ごろの物すごい爆音に、家から思わず

外に出て確認したこともありました。なぜ市

街地において、市民が安眠している時間帯に

飛行訓練をするのか。

また、基地周辺の岡三沢地区にお住まいの

方から、米軍の低空飛行による騒音及び振動

が激しく、恐怖を感じるとの情報が寄せられ

ました。飛行ルートさえ明らかにせず、勝手

気ままに昼夜を問わない飛行訓練に対して

は、厳しく抗議をし、注意喚起が必要です。

市民の財産と安心・安全な生活を守らなけれ

ばなりません。

そこで、伺います。米軍による現在の訓練

状況及び平成２１年、同２２年現在までの米

軍関係者による事件・事故の状況、件数につ

いて、その対応と対策を伺います。

次に、第２の質問、国民健康保険制度につ

いて伺います。

まず１点目として、将来において政府が推

し進めようとしている国保の広域化につい

て、当市の見解を伺います。

本来、国民健康保険制度は、国民皆保険を

下支えし、医療のセーフティネットの役割を

担う社会保障制度であります。被保険者、い

わゆる国保に加入されている方々は、自営業

者、農業・漁業従事者、非正規雇用の方、年

金で暮らしている方、無職の方々です。収入

が経済状況に大きく影響を受けやすい業種の

方々です。

近年、国保会計の財源不足から、全国的に

保険税の値上げが容赦なく行われています。

それは、国が責任を放棄し、国庫負担分を１

９８４年の５０％から２４％まで減らしてき

たことにあります。そのため、国保会計の財

源不足を補うために、全国で７割の自治体が

国保会計の赤字補てんとして一般会計から繰

り入れし、国保税の値上げを抑える努力をし

ています。

しかし、昨年５月に、厚生労働省から自治

体に対し、一般会計から繰り入れすることを

やめて、保険料の値上げ、収納率向上、医療

費の適正化、保険料の値上げや、いわゆる受

診抑制によって対応しなさいという内容の通

達がありました。

このことからも推察できますが、国保の広

域化のねらいは、国が公費負担を縮減させな

がら、国民に対しては保険料の大幅な値上げ

や収納率の向上を優先させた過酷な取り立

て、さらに、医療費適正化を名目にした受診

抑制を進めることにほかなりません。

このような住民福祉の機能を壊す国保の広

域化は容認することができません。当市の見



― 67 ―

解を伺います。

次に、国保制度の２点目について伺いま

す。

リーマンショック以来の経済の低迷から、

倒産とリストラが進んだことにより、失業者

がふえ、国民健康保険税が払えない人たちが

ふえていると言われています。また、そのこ

とから無保険者がふえ、病院へも行けず、重

症化につながり、最悪、亡くなっている方も

いると言われています。

３月３日付のデーリー東北の紙面に、国保

の保険料を滞納して無保険状態になったり、

保険証は持っていても医療費の自己負担分を

払えなかったりで受診がおくれ、亡くなった

人が、昨年、青森、岩手など２４都道府県で

７１人に上り、前年の１.５倍にふえたこと

が、全国民主医療機関連合会の調査でわかっ

たという記事が掲載されていました。調査対

象は、民医連加盟の病院や診療所、計１,７

６７施設であり、全国の病院数から推測すれ

ば、背後にはもっと多くの犠牲者がいる可能

性があるとしています。

そこで、伺います。当市における国保税の

滞納世帯、軽減措置対象世帯数はどのように

なっていますか。

また、安易に国保税を引き上げることは、

このような景気低迷、雇用悪化が改善されな

い状況下において、払いたくても払えない滞

納者をふやすことにつながり、病院へも行け

ず、重症化し、亡くなる人をふやすことにな

ります。また、滞納者がふえることにより、

国保会計が赤字になり、また保険税の値上げ

という悪循環に陥ります。絶対に避けるべき

であると思います。

そこで、国保税引き上げを引き起こさない

ための当市の方策を伺います。

次に、第３の質問、新築・リフォーム助成

事業について伺います。

住宅リフォーム助成事業は、地域経済の活

性化に貢献し、住民にも大好評であることか

ら、全国的に大きな広がりを見せています。

青森県では、三沢市のみの実施でしたが、

経済効果があることから、平成２３年度に

は、青森市、七戸町、十和田市などが取り組

むなど、取り組む自治体がふえつつありま

す。

当市においては、平成２２年度、県内で先

陣を切って、新築・リフォーム助成事業を創

設しました。景気悪化により経営が危機的状

況に陥っている市内建築会社の受注を促進す

るとともに、経済活性効果をもたらし、市内

企業の倒産を防止し、雇用の確保を図ること

を目的として実施されました。

予算額は１,５００万円、市内業者に発注

することを条件に、市内に自己居住用住宅を

新築あるいは増改築工事をした場合に補助金

を支給するものとしています。対象の内容

は、新築の場合、１,０００万円以上の工事

を対象に、契約額の１％、限度額３０万円ま

で。増改築の場合、１００万円以上の工事を

対象に、契約額の１０％、限度額２０万円を

補助とし、５月１０日から受け付け開始され

たものです。

その結果、新築の場合、申し込み件数２１

件、補助金額５７６万円に対し、工事費は４

億５,３４１万３,３７０円、リフォームの場

合、申し込み件数５３件、補助金額９２４万

円に対し、工事費は１億４,３０２万１,３５

５円となり、工事費の総額は６億円弱です。

約４０倍もの経済効果がありました。地域経

済の活性化、そして住民にとっても喜ばれる

事業として、高く評価されるものとなってい

ます。

しかしながら、事業者や利用したい市民の

方から、もう少し実施要件を緩和してほしい

という要望が出ています。

全国的にリフォーム助成事業で成果を上

げ、注目されている岩手県宮古市では、２０

万円以上の工事に対し、現金一律１０万円の

補助金を支給しています。業者のやる気を引

き出し、手続も簡潔に、申請書１枚だけ、代

行申請もオーケーで、工事着工前後の現場確

認は写真だけという手軽さが大変好評で、申

請が殺到しているということです。制度運用
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のための臨時職員２人を採用するなど、雇用

創出にもつながっているとのことです。今年

度は、３,５００件分に当たる３億５,０００

万円の予算が計上されるということになって

います。

当市としても、宮古市のようにリフォーム

助成の工事契約額を引き下げ、申請も簡易に

して、多くの市民に利用していただいてはど

うでしょうか。

またさらに、一方通行の空き店舗対策にも

つなげるため、空き店舗を借りて起業する方

への店舗リフォーム助成事業を行ってはどう

でしょうか。当市の見解を伺います。

次に、第４の質問、若者住宅補助制度事業

の取り組みについて伺います。

近年、若者たちは、就職氷河期と言われ、

職につけたとしても不安定雇用、非正規雇用

が多く、将来の展望が開けない社会環境に置

かれています。まして、地方の中小企業や個

人企業などに勤めた場合、給料は手取り１０

万円から１５万円程度、住宅手当や寒冷地手

当などもない事業所もあります。

結婚しても、アパートや一軒家の家賃が払

えず、実家で世話になっているケースもあり

ます。なかなか自立できない状況に追い込ま

れています。

中小零細企業で働く若い人たちを取り巻く

社会環境は大変厳しく、結婚することも、子

供を生むことも育てることも容易ではありま

せん。余裕のある親から支援を受けられる

ケースはまだ恵まれているほうですが、親を

頼れない若者たちは、国保税や国民年金も払

えない状況に置かれています。

このような状況に置かれながらも結婚し、

子育てしている若者夫婦に対し、家賃の一部

を助成する制度を設けてはどうでしょうか。

隣の六戸町では、若者定住支援事業とし

て、若者夫婦に対し、民間賃貸住宅への家賃

補助として、２万円を限度額とし、２年間支

給する事業を行っています。六戸町は、若者

の定住化を目的としているようですが、この

事業は、若者の低所得者への支援になり、空

き家対策や少子化対策などプラス面もあるこ

とから、当市として取り組む考えがあるか、

伺います。

次に、第５の質問、地デジ簡易チューナー

無償給付の対象拡大における周知について伺

います。

ことし７月２４日をもって、地デジ完全移

行、アナログ放送が終了となり、その期日が

迫っています。

しかし、全国的に見ると、アナログ放送終

了までに対策が間に合わない地域があること

や、経済的理由から、特に年収別で２００万

円未満の世帯の普及がおくれていることが示

されています。この地デジ完全移行は国の事

業であり、国民に強制的に経済的負担を押し

つけるわけですから、国にはしっかりと支援

を行う責任と義務があります。

そこで、国は当初、支援の一つとして、経

済的な理由で地上デジタル放送がまだ受信で

きない世帯への簡易チューナー給付支援を行

い、生活保護世帯、市町村民税非課税の障害

者世帯、社会福祉事業施設入所者といった、

ＮＨＫの受信料全額免除世帯に限定し支援し

ていました。

しかし、支援の対象が実態に合わないとし

た多くの声にこたえるべく、２０１０年度補

正予算において、市町村民税非課税世帯も対

象として拡大することになりました。総務省

から自治体に対し、周知広報要請の事務連絡

があり、当市においても関係各課のカウン

ターに申込案内書が置かれています。しか

し、きめ細やかな対応、周知という観点から

すれば、不十分であると思います。

当市においての世帯全員市民税非課税世帯

の数は４,３７２世帯、全世帯数の２３％に

も及びます。また、少ない年金だけで生活す

るひとり暮らしの高齢者の方々を、テレビが

見られなくなるテレビ難民にさせないために

も、この支援制度の周知、対応を徹底しなけ

ればなりません。国が責任を持つべきもので

はありますが、地デジ対応で困っている住民

の声が届く窓口は、身近な自治体が頼りと
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なっています。

そこで、提案したいのですが、当市におい

て、本庁舎正面に地デジ対応の相談窓口、あ

るいはコーナーを設けて、現在、市民課に配

置されている窓口支援員の方に対応していた

だいてはどうでしょうか。

申し込み期限は７月２４日までと期日が

迫っています。また、申込書には、世帯全員

が記載された住民票の写しと、市民税非課税

世帯である証明書の添付が必要なことから、

高齢者の方に対し、よりわかりやすい対応が

必要であると考えます。

申込書記載の手助けとして、また、地デジ

設置に対するアドバイスなどを行う場とし

て、本庁舎内正面に相談窓口を設置する考え

があるか、伺います。

以上をもちまして、私の一般質問を終わり

ます。

○議長（馬場騎一君） ただいまの３番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの奥本議員さんの御質問のうち、

基地問題については私から、その他につきま

しては副市長及び担当部長からお答えをさせ

ますので、御了承願いたいと思います。

まず、基地問題の第１点目、最近における

基地の訓練状況とその対策についてお答えを

いたします。

今年に入り、国から当市への通知があり、

三沢基地において米軍が実施した訓練は、デ

モフライト訓練が２回、作戦即応態勢演習が

４日間、日米共同訓練が２日間であります。

特に、１月２４日から２７日まで実施され

た作戦即応態勢演習につきましては、早朝、

夜間に飛行が行われ、市民の皆様から苦情が

多数寄せられたところであります。

当市といたしましては、当該訓練を実施す

るに当たり、米軍三沢基地司令官に対し、安

全飛行に十分留意するとともに、整備・点検

には万全を期し、絶対に事故のないようにす

ること、さらに、市街地上空での飛行は行わ

ないこと、そして、早朝、夜間の飛行は行わ

ないこと、及び航空機騒音の縮減に努めるこ

とを要請しております。

また、平成１４年度から、三沢基地周辺対

策に関する要望として、デモフライト訓練の

中止並びに２１時から翌朝７時までの飛行中

止を、当市及び市議会が一体となって、国に

対し強く要請をいたしているわけでありま

す。

次に、基地問題の２点目、三沢基地におけ

る米軍による訓練実施状況及び事件、交通事

故の状況とその対策についてお答えをいたし

ます。

まず、米軍による訓練実施状況についてで

ありますが、平成２１年度は、デモフライト

訓練が２８回、在日米軍再編にかかわる訓練

移転が１２日間、作戦即応態勢演習が１２日

間となっております。

また、平成２２年度につきましては、２月

末現在までの訓練実施状況は、デモフライト

訓練が２２回、訓練移転が５日間、作戦即応

態勢演習が１２日間、このほか、日米共同訓

練が１５日間となってございます。

次に、訓練に対する対策についてでありま

すが、国から訓練実施の通知を受けた都度、

米軍三沢基地司令官に対し、デモフライト訓

練につきましては訓練の中止を要請し、訓練

移転、作戦即応態勢演習及び日米共同訓練に

つきましては、先ほど１点目で申し上げた事

項を要請しておるわけであります。

次に、米兵等による事件についてでござい

ますが、平成２１年度はありませんでした。

平成２２年度につきましては、２月末現在ま

での事件の状況は、暴行事件が１件、建物侵

入事件が１件となっております。

また、三沢警察所管内における外国人によ

る交通事故につきましては、平成２１年度

は、物損事故が２２２件、人身事故が２１件

あり、全体に占める割合は、物損事故が約１

３％、人身事故が約７％となってございま
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す。

平成２２年度におきましては、２月末現在

では、物損事故が１７３件、人身事故が１７

件でありまして、全体に占める割合は、物損

事故が１１％、人身事故が約６％となってお

ります。

さらに、事件・事故の対応と対策について

でございますが、当市といたしましては、こ

れまで発表の都度、米軍三沢基地司令官及び

東北防衛局長に対し、再発の防止や綱紀粛

正、あるいは教育の徹底などを要請しており

ます。

また、米軍三沢基地では、赴任した米兵等

に対し、地域社会との関係の重要性について

米軍三沢基地司令官が講話を実施し、週末の

夜間に基地上級幹部が市内を巡回するほか、

冬期間における自動車運転の危険性や飲酒運

転防止に関する教育を義務づけるなど、事

件・事故の発生防止に向けた取り組みを行っ

ているとのことであります。

私からは以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 若者住宅補助制度

についての御質問にお答えをいたします。

全国的に若者の地方離れが進み、地方にお

ける少子高齢化は深刻な問題であり、青森県

全体でも大幅な人口減少傾向に推移をしてお

ります。

そのような中にあって、当市では若年世代

の構成比率が高く、県内の他市町村と比較し

ても小幅な人口減少の状況でございます。

若者の定住化のためには、住環境の提供だ

けではなく、雇用の創出や教育環境の充実、

医療、保育体制の整備などの各種施策をバラ

ンスよく推進していくことが必要不可欠であ

ると考えます。

三沢市総合振興計画において、活力ある産

業の創出と健やかな市民生活と教育環境の充

実を重点プランに掲げ、住んでよかったと実

感できるまちづくりに向け、各種事業を実施

しているところでございます。

中でも、乳幼児医療費の無料化や妊産婦健

診事業の充実などは、子育て世代への直接的

な支援を目的に、当市が重点的に取り組んで

いる施策であり、また、当市の特色を生かし

た小学生からの英語教育や学校教育施設の整

備など、教育環境の充実・強化にも重きを置

き、子育て世代の定住化に向けた施策に取り

組んでいるところでございます。

議員さんから御提案いただいた若者住宅補

助制度につきましても、子育て世代の定住化

に向けた施策の一つとして、公営住宅の建て

かえ事業や住宅団地の整備、道路網や上下水

道などの各種宅地基盤整備事業とあわせ、良

好な住環境を整備するための総合的な定住化

施策として、費用対効果等を検証を行いなが

ら検討してまいりたいというように考えてお

ります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（澤口正義君） 地デジ簡易

チューナー無償給付の対象拡大における周知

についてお答え申し上げます。

本年７月２４日に予定されているアナログ

放送終了につきましては、全国的に対応が急

がれている状況であります。

当市の状況といたしましては、市民のほと

んどが共同受信を利用しているため、円滑に

地上デジタル放送に移行できるように、近隣

町村に先んじて平成２０年度より地上デジタ

ル放送の送信を開始し、また、総務省の補助

事業を活用いたしまして、本年１月をもっ

て、すべての共同受信施設の地上デジタル化

も完了したところであります。このことによ

りまして、一般的な家庭においては、テレビ

の購入だけで容易に地上デジタル放送が視聴

できるようになりました。

しかしながら、経済的理由などにより、デ

ジタルテレビの購入が困難な世帯もあり、そ

のような方々には、総務省が行っている地上

デジタル放送簡易チューナーの無償給付事業

を活用していただきますよう、マックテレ

ビ、広報みさわを通じまして周知を図り、関

係する各課において、利用希望者へのサポー

トを実施してまいったところでございます。
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アナログ放送終了まで４カ月余りとなった

現在、いわゆる地デジ難民を発生させないた

めに、経済的弱者等に対する支援強化が急務

でありますことから、議員より御提案のござ

いました庁舎内における支援対策に対する強

化が急務であることから、利用方法を掲示す

るコーナーを設けまして、窓口支援員による

申し込み書類作成の補助等、対象者に対する

きめ細やかな受け付け相談対応を実施する体

制を今月末に確立し、そして、マックテレ

ビ、広報みさわを通じて周知を図ってまいり

たいと考えているところでございます。

私からは以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 御質問の国民

健康保険制度についてお答えを申し上げま

す。

はじめに、第１点目であります国保の広域

化についての当市の見解についてでございま

すが、現在、国民健康保険事業は、全国的に

厳しい財政状況の中で運営さており、厚生労

働省の公表によりますと、平成２１年度の市

町村国保の５３％が赤字を計上するという事

態に陥っております。

こうした状況の中で、政府は、持続可能で

安定的な医療保険制度の確立に向け、現行の

後期高齢者医療制度を廃止し、都道府県が財

政運営を行う新たな高齢者医療制度を構築

し、最終的には、全年齢で都道府県単位化を

進める方針を示しているところであります。

当市といたしましても、被保険者の高齢化

による医療費の拡大が見込まれる中、高齢者

や低所得者を多く抱える市町村国保では、今

後、適正な事業運営が困難であると考えてお

り、広域化により財政基盤の安定を図り、国

民皆保険制度の最後のとりでとなるような制

度改正を望むところであります。

次に、第２点目の滞納世帯、軽減措置対象

世帯数についてお答えを申し上げます。

滞納世帯数につきましては、平成１９年度

は２,５４１世帯、平成２０年度は２,４７６

世帯、平成２１年度は２,３０３世帯と減少

傾向にあります。

また、保険税の軽減措置対象世帯数につき

ましては、平成２０年度は３,２１４世帯、

平成２１年度は３,１８４世帯、平成２３年

１月末現在では３,２８３世帯となっている

ものであります。

次に、第３点目となります保険税の軽減、

負担増を避けるための方策でありますが、保

険税は、国民健康保険事業に要する財源を確

保するものであり、基本的には、医療費の総

額に対して保険者が負担すべき額を算定し、

税率等を決定しているものであります。

現下の厳しい経済情勢の中、保険税の課税

につきましては、被保険者の所得の低下に

よって課税額の伸びが期待できない状況と

なっていることから、必要な財源の確保を図

るため、口座振替の推進や納税意識の高揚を

図り、収納率の向上に努めるとともに、診療

報酬明細書の点検等による適正な医療費の給

付や、ジェネリック医薬品の普及による医療

費の抑制に取り組んでいるところであり、で

きるだけ被保険者の保険税負担の増とならな

いよう対策を講じているところであります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） リフォーム助

成事業についてお答えいたします。

平成２２年度からスタートいたしました産

業活性化住宅新築・リフォーム事業でござい

ますが、御承知のとおりこの事業は、市内企

業の倒産の防止、雇用の確保を図ることを主

たる目的として実施したものでございます。

市民が居住する住宅を新築あるいはリ

フォームする場合において、市内事業者を利

用することにより補助がなされる事業でござ

います。

平成２２年度の実績でございますが、先ほ

ど議員さんからも御紹介があったところです

が、新築は２１件、リフォーム５３件の計７

４件の申し込みがあり、総額１,５００万円

の補助金額に対し、契約工事額総額では５億

９,６００万円余りに上り、建設事業者や施
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主の皆様から好評をいただくとともに、予想

以上の経済効果が認められたところでござい

ます。

御質問の１点目といたしまして、リフォー

ムの助成について、補助の要件を緩和できな

いかとのことでございますが、今年度の実績

を踏まえまして、三沢建築組合や建設事業者

から事業の改善点等について先般伺いました

ところ、大変ありがたい事業であるので継続

してほしいという要望とともに、リフォーム

の場合、１００万円以上の工事が補助の要件

となっているところを緩和してもらえないか

という要望がございました。

このことを踏まえまして、平成２３年度に

おきましては、予算枠を拡大するとともに、

リフォームの場合の工事要件を５０万円以上

の工事に引き下げるよう実施要綱を改正した

ところでございます。

御質問の２点目の空き店舗対策にもこの事

業を活用できないかとの御質問でございます

が、現在、活力ある商店街形成のために、人

づくり、イベントの実施、商品開発など、さ

まざまな角度から中心商店街の空き店舗対策

の検討を行っております。

新規の出店を促進するため、この住宅リ

フォーム事業の手法を用いることにつきまし

ても、先進事例の調査とともに、実施に対し

て問題点等がないか検討しているところでご

ざいますので、御理解いただきたいと存じま

す。

○議長（馬場騎一君） ３番。

○３番（奥本菜保巳君） 地デジ簡易チュー

ナーの無償給付対応の相談窓口を設置してい

ただけるということで、大変心温かい素早い

対応に心より謝意を申し上げます。ありがと

うございます。高齢者の方々に大変喜ばれて

いる市民課の窓口相談員設置にあわせて、ま

た、さらなる市民サービス向上につながるこ

とと期待しております。

そしてまた、リフォーム助成事業、それか

ら若者住宅支援事業に関しては、私は、若者

住宅支援は、これは若者の定住化だけを目的

に提案しているのではなくて、今現在、大変

窮地に追い込まれている若者を支援してはど

うかということを含めての提案でした。その

ことを、リフォーム助成事業のさらなる要件

の緩和と、それから若者に対する支援、これ

をさらにこれから、今後、検討していただく

ことを期待したいと思います。

それでは、再質問を２点させていただきま

す。

まず１点目ですが、基地問題です。

答弁からもわかりますけれども、これまで

当市において、米軍の飛行訓練による騒音、

低空飛行、米軍関係者の事件・事故は、長年

にわたり繰り返されてきました。そのたびに

抗議をし、注意喚起も促してきました。県や

市、基地周辺町内連合会など、訓練情報が入

るたびに、飛行の安全確保や騒音の縮減を要

請してきました。

しかしながら、その要請と抗議活動は、形

骸化され、米軍に対して全く効き目がないの

が現実ではないでしょうか。今般報道された

ケビン・メアアメリカ国務省日本部長の沖縄

県民に対する問題発言からも、アメリカの傲

慢さがうかがえます。ごまかしとゆすりの名

人という沖縄県民の方々の尊厳を著しく踏み

にじる暴言には、本当に憤りを感じていま

す。

また、３月２日には、米軍機と見られる低

空飛行により、岡山県津山市の民家の土蔵が

全壊するなどの被害が出たことが報道されて

おります。当市においても、低空飛行を目撃

している市民もあることから、人ごとではな

く、いつ三沢市で起こってもおかしくない状

況にあります。

以上のことから２点ほど伺います。

私が沖縄の嘉手納町に視察に行ったときに

お聞きしましたが、嘉手納町長は、基地被害

に対して、町長みずから司令官に対し厳しく

抗議をし、対応しているということですが、

当市の種市市長さんはどのように対応されて

いるのでしょうか。

また、嘉手納町の基地渉外課の課長さん
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は、基地内の情報が逐一報告されないので、

町としてしっかりと訓練機の数、外来機の数

や訓練状況などの監視が必要とされること、

基地内で何が起こっているかわからないし、

基地内の事故の情報は流れてこないので注意

しなければならないとし、監視をしていると

のことでしたが、当市の基地渉外課はどのよ

うな対策をしているのか、伺いたいと思いま

す。

次に、国民健康保険制度について再質問さ

せていただきます。

まず、当市における国保世帯数は、全世帯

数の約４割弱あります。そして、低所得者の

ため、軽減措置をしている世帯数は、国保全

体の４７％、約半数近くあります。何らかの

理由で収入が減っている人、無職の人たちが

ふえているのです。

国保の場合、失業しても、昨年の収入に対

して計算されるため、国保税の支払いが発生

します。解雇された場合は、自発的措置とし

て軽減措置されますが、保険税の免除はされ

ません。収入がなくても払わなければならな

い、そこから滞納につながっていきます。

そこで、当市における国保会計の基金が底

をついた場合、保険税の値上げにつながらな

いように、国や県に対し、公費負担をふやす

ように要請することが必要であると思いま

す。

現政権は、マニフェストで公費負担をふや

すと公約しておりました。強く要望するべき

ではないでしょうか。

また、全国で７割の自治体が、一般財源か

ら法定外の繰り入れをしています。当市とし

て、繰り入れするべきだと思いますが、その

考えがあるか、お聞きしたいと思います。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

基地に対する抗議、要望といいますか、市

長がみずからやったらいいのではないかと、

こういう御質問であったと思います。

御承知のように、私どものほうでは、基地

対策協議会というのがございまして、その長

は副市長がやっておりますので、その組織の

中で要望しているわけでありまして、これ

は、だれが行っても、三沢市を挙げての対応

ということで御理解をいただきたいと思いま

す。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（澤口正義君） 基地問題の

再質問の中の、基地内の情報収集ということ

についての御質問にお答え申し上げます。

三沢市として、どのような情報収集をして

いるかということでございますが、まず、騒

音関係につきましては、議員さんも御承知の

ように、三沢市独自の騒音測定器も設置して

おりますし、また、国においても、基地周辺

に騒音測定をして情報収集しております。

また、先ほど市長からもお話がございまし

た日米連絡協議会というものがございまし

て、これらを通じたさまざまなやりとり、情

報の収集も行っております。

また、必要に応じまして、基地周辺の巡

回・巡視、また、場合によっては、基地内に

私どもが出向きまして、いろいろなことを見

たり聞いたりするということも実際に行って

おります。

さらに申し上げますと、三沢防衛事務所を

通じまして、いろいろな情報、連携をとりな

がら必要な情報収集は行っているところでご

ざいます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 国民健康保険

制度についての再質問についてお答えをいた

します。

国に対する要望についてでございますが、

国保事業の運営については、各市町村とも厳

しい運営を迫られておりますことから、早期

に国保財政の健全化をすることが急務となっ

ております。

当市を含めた東北７県の国保関係者が一丸
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となりまして、毎年、国に対して、国保財政

基盤強化策の充実・強化を総意として要望し

ているところであります。

国民健康保険の維持や制度設計は、国の責

任において行われるべきであり、国や県の負

担率の引き上げなどにより、国保財政が安定

し、持続可能な制度となるよう、今後とも強

く働きかけてまいりたいと、このように考え

ております。

次に、法定外の繰り入れでございますが、

最終的に会計が赤字となる場合には、翌年度

の歳入を繰り上げて不足分に充てる繰り上げ

充用が考えられるところでありますが、一般

会計から法定外の繰り入れを行うことについ

ては、慎重な対応が求められるものでありま

して、国保運営協議会などの御意見を伺うな

ど、十分な検討が必要であると認識しており

ます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ３番。

○３番（奥本菜保巳君） 再々質問をさせて

いただきます。

基地問題ですけれども、市長さんから、だ

れが行っても、きちんと抗議をしているのだ

からというふうなお話でしたけれども、やは

り市民の安心・安全、市民の代表である市長

さんがみずから、そういうふうに市民の安全

を守る、命を守るということで訴えていくこ

とに、私は、相手の米軍にも圧力がかかると

思っています。やはりそういうふうな対応が

市民にも、本当に市長さんが市民の代表とし

て頑張っているのだというふうな姿勢が見え

ると思います。

やはり嘉手納町長もそうでしたし、青森県

の知事もそうですが、今までの事件・事故、

騒音、この対策に対して、地位協定の見直し

を求めるお考えがあるのか、そのことを聞き

たいと思います。

次に、国保のことについて再々質問をいた

します。

法定外の繰り入れということになると、も

ちろん一般会計からの繰り入れですから、大

変財政を圧迫するということで、ちゅうちょ

するのはわかるのですけれども、税の公平性

という観点からも、国保の方々に一般市民の

方の税金を入れられないというような考えも

あるというふうに伺っていますが、この税の

公平性という観点から、公共事業すべてが受

益者負担にはなっていません。ですから、私

は、一般財源から法定外の繰り入れを最終的

に行うことは、税の不公平というふうな観点

からは言えないと思います。

そこで、地方自治法第１条の２では、地方

公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを

基本として、地域における行政を自主的かつ

総合的に実施する役割を広く担うものとする

とあります。自治体の仕事は、住民の命を守

ることも仕事だと思います。

そういう観点から、最悪の事態、基金がな

くなったときに、法定外の繰り入れというも

のをお考えになるのか、お聞きしたいと思い

ます。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

日米協定の中でも、そういうことがうたわ

れておりますけれども、全くそういうことは

やらないということでなく、随時、そういう

ことはみずからもやっておりますけれども、

ただ、そういう組織の中での対応というよう

なことで取り決めもあることでありますの

で、そういう答弁をしたわけでありまして、

もちろんそういう中での対応になると思いま

す。もちろん、これは必要に応じて、当然今

までもやっておりますし、あることがあると

思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 国民健康保険

制度についての再々質問についてお答えを申

し上げます。

法定外の繰り入れの件でございますが、先

ほども御答弁申し上げましたが、市として法
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定外の繰り入れをしないということではござ

いません。慎重に対応しなければならないと

いうことを申し上げているものでございます

ので、今後、そのような事態が発生した場合

には、慎重に対応してまいりたいと、このよ

うな考えを持つところでございます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、３番奥本菜

保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。私、不覚にも風邪を引

いてしまいまして、大変お聞き苦しいことが

多々あろうかと思いますが、御理解をいただ

きたいと思います。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

質問に入る前に、今回の一般質問で通告い

たしました選挙問題の６点目、本年６月に行

われる市長選挙において、開票時間の短縮並

びに選挙事務経費削減に対しての目標値につ

いてですが、事前の聞き取りの際に、市長選

挙の開票業務は、知事選挙並びに市議会議員

の補欠選挙の開票と同時進行するとのことか

ら、市長選挙の開票時間を特定できないとの

お話がありました。

よって、通告いたしました選挙問題の質問

事項より、この項目を取り下げることといた

しました。この場をもって報告させていただ

きますので、御理解を賜りたいと存じます。

それでは、質問に入りたいと思います。

はじめに、基地問題、基地との共存共栄に

ついての考え方について伺います。

日本政府は、沖縄の米軍基地負担軽減策と

して、２０１１年度からグアムへの訓練移転

に合意いたしました。その中で、対象を嘉手

納基地所属に限らず米国戦闘機とし、三沢、

岩国両基地からの移転も可能にし、移転規模

は、１回当たり最大戦闘機数２０機、２０日

程度としています。

そうした中、本年１月２５日に行われた沖

縄政策協議会で、米軍嘉手納基地所属のＦ－

１５戦闘機訓練の米領グアムへの一部移転の

対象に、三沢、岩国両基地の米軍機も含める

ことで米国側と合意したとの報道がございま

した。

それを受けて、当市の大塚副市長は、同日

の２５日、国からの情報が入っていないの

で、現時点では何とも言えないと述べる一

方、基地関係の交付金の減額に警戒感をにじ

ませたと報道されました。

三沢市が国から受ける交付金のうち、特定

防衛施設周辺整備調整交付金、いわゆる通称

９条交付金は、詳しい算定基準が明らかにさ

れないものの、軍用機の離着回数が金額に影

響されていると考えられております。

また、同交付金は、市立三沢病院の医療機

器購入や市道整備などに幅広く使われてお

り、２００９年度の当市への交付金額は約８

億７,０００万円となっていることから、大

塚副市長は、市が望むのは基地との共存共栄

と語り、交付金の重要性を示唆したとも報道

されたところでございます。

私は、本土で唯一、天ヶ森射爆場を抱える

ことから、この訓練移転がそのまま劇的な騒

音軽減につながるとは思いませんが、副市長

の発言は、基地関連交付金が三沢市の財政に

大きな影響を及ぼすことを考えると、警戒感

ということでは、率直な意見であろうかと思

うのであります。

さて、三沢市は、国防の重要性を認識し、

基地とともに発展してきた歴史の中で、市民

は、基地の所在、運用に伴って発生するいわ

ゆる航空機騒音の障害や、あるいは事故等の

不安に耐えながら、基地の安定運用に協力し

てきたことは言うまでもございません。

これまでもＪＴＡＧＳをはじめ、米軍再編

にかかわる訓練移転を受け入れるなど、国か

らの要請に基づき、市民に与える障害の状況

や、あるいは国の民生安定施策にかかわる対

策を、市民、議会もそれぞれの立場で議論

し、慎重に判断してまいりました。

しかし、国の三位一体改革をはじめ、長引
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く景気不安、少子高齢化にかかわる社会保障

の先行き不安等、現状を見るとき、当市にお

ける基地との共存共栄の考え方について議論

するところに来ているのではないでしょう

か。

現に、基地機能については、これ以上の強

化は認めないと言い続けてきている中でも、

基地機能の低下にかかわる基地関係の交付金

の減額に警戒感があるのは、市民も議会も認

めざるを得ないのではないかと思うのであり

ます。

そして、市長の掲げる「人とまち みんな

で創る 国際文化都市」の理念の中、まさに

協働のまちづくりの観点からも、今後の基地

機能のあるすべき姿について、いつまでも議

論を避けていれば、真の協働につながらない

とも考えるのであります。

基地は、三沢市の歴史そのものでありま

す。そして、主権国家において、自衛権を行

使し、国防のために国際政治上での国民の義

務を果たすことは、日本国民としての最大の

国への貢献であると考えるならば、基地は三

沢市歴史そのものであり、三沢の糧であり、

三沢市の誇りであると言っても過言ではない

と思うのであります。

基地に起因する歳入として、２０年度決算

で、国有提供施設等所在市町村助成金交付

金、いわゆる基地交付金約２０億円、そのほ

か、基地関連の補助金、交付金が各会計分合

わせて４２億円、市内在住の自衛隊及び米軍

日本人従業員の給与が推定で約１５０億円、

市内の米軍借り上げ住宅に支払われる家賃が

推定約１４億円、その他、基地からの工事発

注や物品購入、基地内に所属する民有地へ支

払われる土地使用料などなど、まさに、あえ

てここで言うまでもなく、基地経済に依存し

たまちなのであります。

だからこそ、この時期に市が望む基地との

共存共栄の考え方について、とりわけ市民協

働の観点からも、今後、米軍航空自衛隊によ

る基地機能のあるべき姿について議論する時

期に来ていると私は強く感じるものでござい

ます。市長の御所見をお伺いしたいと思いま

す。

次に、選挙問題の、あるべき選挙管理委員

会の姿について伺います。

民主主義の本質は、第１６代アメリカ合衆

国大統領リンカーンの言葉をかりるなら、人

民の人民による人民のための政治であり、そ

の民主主義を支える仕組みが選挙でありま

す。選挙といった制度によって、民主主義は

正当性を担保されていることは言うまでもあ

りません。そして、それをつかさどるのが選

挙管理委員会なのであります。

公職選挙法で規定された選管の役割は、第

６条「都道府県の選挙管理委員会及び市町村

の選挙管理委員会は、選挙が公明且つ適正に

行われるように、常にあらゆる機会を通じて

選挙人の政治常識の向上に努めるとともに、

特に選挙に際しては投票の方法、選挙違反そ

の他選挙に関し必要と認める事項を選挙人に

周知させなければならない」、第６条２項

「都道府県の選挙管理委員会及び市町村の選

挙管理委員会は、選挙の結果を選挙人に対し

てすみやかに知らせるように努めなければな

らない」、このように規定をされておりま

す。

私は、ここ２年余り、選挙の開票事務並び

に選挙にかかわる経費の節減について、たび

たび一般質問で取り上げてまいりました。こ

のことは、とりもなおさず、これまでの慣

例、いわゆる思い込みを打ち破り、気づきの

中から自治体の業務改善、変革をもたらすこ

とにほかなりません。

そのような中、選管の御理解と御努力はも

ちろん、開票業務にかかわる市職員の皆様の

御協力により、選挙開票業務では目に見えた

改善が図られたことは大変すばらしいことだ

と思います。

また、本定例会では、執行部より、我が会

派みさわ未来から提案させていただきました

三沢市議会の議員及び長の選挙における選挙

公報の発行に関する条例の制定についてが予

算ともども上程されたことは、まことに時宜
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を得た施策であり、衷心より敬意を表したい

と思います。

さて、今回は、そのようなプロセスを踏ん

だ中にあって、本来のあるべき選挙管理委員

会の姿をともに考える機会として、選挙公報

としてのポスター掲示場、常時啓発、選挙時

啓発について伺うものであります。

御承知のとおり、本年は第１７回統一地方

選挙の年であり、４月１０日には、北海道、

岩手、東京都ほか１３の都道府県知事選挙が

行われます。また、茨城県、東京都、沖縄県

を除く４４道府県議会選挙も行われ、札幌市

ほか五つの政令指定都市の市長選、静岡市、

名古屋市、北九州市を除く１６の政令指定都

市の市議会議員選挙、また、４月２４日に

は、一般市や東京特別区、町村首長と、それ

ぞれの議員選挙が行われます。

そして、６月５日には、当市の市長選挙並

びに市議会議員補欠選挙、青森県知事選挙が

行われ、さらには、来年の３月、私ども三沢

市議会議員一般選挙が行われる予定となって

おります。

このような中、ここ数年、全国的に見ても

選挙における投票率の低下に歯どめがかから

ない状況にあって、私たち政治家としても、

民主主義の基本をなす選挙自体を考える機会

となればとの強い思いで取り上げさせていた

だいたことも、あわせて御理解をいただきた

いと存じます。

それでは、あるべき選挙管理委員会の姿と

は一体どういうことなのでしょうか。私が考

える、あるべき選挙管理委員会の姿とは、従

来の管理型の選管から目標達成型の選管に変

革していくことだと考えております。選挙を

公平・公正に執行することはもちろんです

が、選挙をより効率的かつ有権者の政治意識

を高めることであり、民主主義を創造する役

割を再認識し、地域主権時代の中心的な担い

手としての役割を果たすことが求められてい

るのだと信じて疑いません。

そこで、以下の項目について伺いたいと思

います。

１点目として、先般１月２０日に、選挙管

理委員会の先進地視察として、福島県相馬市

を訪れたとのことでありますが、その視察内

容についてお伺いします。また、参考になっ

た点があれば、お知らせいただきたいと思い

ます。

次に、２点目、選挙ポスター掲示場につい

て見直しをするべきと考えますが、今後の方

針について伺います。

３点目は、常時啓発について、現状と今後

の方針について伺います。

４点目は、選挙時の啓発についても、現状

と今後の方針について伺うものでございま

す。

そして５点目として、投票所について見直

しをするべきと考えますが、今後の方針につ

いてもお尋ねをいたします。

以上、基地問題、選挙問題の５点につい

て、執行部の答弁をよろしくお願いいたしま

す。

以上で、私の一般質問を終わります。あり

がとうございました。

○議長（馬場騎一君） ただいまの８番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

さんの御質問の基地問題につきましてお答え

をさせていただきます。

新聞等で既に御承知のことと思いますが、

かねてから日米間で協議を進めておりました

グアムへの航空機訓練の移転につきまして

は、日米合同委員会の合意事項として発表が

あり、１月２６日の新聞で、グアムへの航空

機訓練の移転に三沢基地のＦ－１６戦闘機も

参加する旨、報じられたところであります。

この訓練移転が実施されることになれば、

三沢基地で行われる米軍の訓練や航空機騒音

は減少するものと思われますが、一方で、訓

練回数や飛行回数の減少により、基地関連の

交付金の減額が懸念され、当市の財政運営へ

の影響が心配されるところであります。
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さて、基地のあり方、基地のあるべき姿を

市民全体で議論し、今後のまちづくりを進め

るべきではないかとの御質問でありますが、

当市においては、これまで、基地の所在によ

りまして市民の皆様方が過重な負担を強いら

れていることから、これ以上の基地強化は望

まないという姿勢で臨んでまいりました。

今後におきましても、この姿勢を基本と

し、各種民生安定対策に努めてまいりたいと

考えておりますが、一方、市民の皆様が国防

や基地行政に大きな関心を持ち、基地の機能

や運営の状況、さらには、交付金等も含めた

広範な議論を通じまして、みずからまちづく

りを考え、そして提案、あるいは実践してい

くことは、市民とともに歩む市民本位のまち

づくりの推進につながるとともに、基地との

共存共栄の理解がさらに深まることにもつな

がるということで、市民の皆様が議論を重ね

ていけるような環境づくりができるかどう

か、考え、検討してまいりたいと思っており

ます。

いずれにいたしましても、これまでの基地

の態様の変化などにあっては、市民の代表で

あります皆様方、市議会の皆様方の意見を聞

きながら対応してまいっておりますので、今

後も同様に対処してまいりたいと考えており

ます。

私からは以上であります。

○議長（馬場騎一君） 選挙管理委員会委員

長。

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 選

挙問題であります、あるべき選挙管理委員会

についての御質問にお答えいたします。

まず第１点目の、去る１月２０日に福島県

相馬市を訪問した先進地視察についてであり

ますが、この視察では、開票事務の効率化の

先進自治体として全国的に注目をされており

ます相馬市選挙管理委員会の取り組みを、じ

かに訪問して学ばせていただくことを目的と

して、当委員会の全委員のほか事務局も含

め、総勢６名で視察させていただきました。

この視察の概要といたしましては、先方の

選挙管理委員長をはじめ、同委員の同席を賜

りながら、開票時間短縮の取り組みに係る貴

重な研修資料を提供いただくとともに、担当

職員の方から、実際の開票作業状況の記録映

像を見させていただきながら解説をいただき

ました。所管といたしましては、特に開票時

間短縮のかぎとなる疑問票判定処理の手法

や、開票作業以外の事務改善に至るまで、こ

ちらからの質問に懇切丁寧に御教示いただき

ました。

このことによりまして、当委員会の全委員

及び事務局員の理解も深まり、この上ない気

づきの場を得たと実感したところでありま

す。

今後、当委員会といたしましては、このた

びの視察研修で得た成果を生かすべく、さら

なる開票事務改善による効率化はもとより、

開票事務以外の選挙事務における当市の各種

課題にも積極的に取り組んでまいりたいと考

えており、その意を強く持つに至る機会とな

る研修視察となりました。

次に、第２点目のポスター掲示場の見直し

に係る今後の方針についてでありますが、議

員さんも御承知のとおり、ポスター掲示場の

設置箇所数については、法令の規定があるも

のの、ただし書きで、特別の事情がある場合

には、選挙管理委員会と協議の上、その総数

を減じることができということも規定されて

おり、実際に相馬市選挙管理委員会が、この

手続により設置箇所を減らし、経費を節減し

たと聞き及んでおります。

このことから、今後、当委員会といたしま

しては、ポスター掲示場の設置箇所や数につ

いても、各種選挙に係る準備期間等を考慮

し、混乱を来さないよう配慮しながら、人口

分布などの状況把握と、それに基づくポス

ター掲示場の適正配置にかかわる調査・検討

を並行して慎重に進めることにより、県選挙

管理委員会と協議の要件となる特別の事情を

探り、根拠づけられるよう努力してまいりた

いと考えております。

次に、第３点目の選挙常時啓発にかかわる
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現状と今後の方針についてでありますが、当

市における常時啓発にかかわる取り組みの状

況といたしましては、県選挙管理委員会が県

教育長を通じて県内小・中・高校に呼びか

け、政治教育の一環として、生徒会選挙に際

して市町村の選挙用備品である投票箱、投票

記載台を活用されるよう周知しており、当市

では、市内全中学校と三沢高校に投票箱と記

載台を貸し出して、利用いただいているとこ

ろであります。

また、財団法人明るい選挙推進協会が実施

している全国小・中・高校生対象の選挙啓発

ポスターコンクールに参加した市内学校の作

品提出窓口となっているほか、成人式で新成

人に対し、選挙啓発パンフレット等を配布す

るなど、国及び県の明るい選挙推進組織によ

る常時啓発事業の実施を支援したところであ

ります。

今後の方針といたしましては、今月下旬に

三沢地区雇用対策協議会で開催される三沢地

区事業所新入従業員研修会における初の取り

組みとして、選挙啓発出前講座を予定するな

ど、特に若年層の投票率向上に向けた選挙啓

発活動に取り組んでいく必要があると考えて

おります。

次に、第４点目の選挙時啓発に係る現状と

今後の方針についてでありますが、当市にお

ける選挙時啓発につきましては、広報みさわ

やマックテレビのほか、防災広報無線などの

広報媒体による投票の呼びかけや、市内スー

パー前での啓発グッズ配布等による街頭啓発

活動を実施しているところであります。

今後の方針といたしましては、今定例会に

上程されております選挙公報条例の制定執行

に伴う選挙公報発行はもとより、投票行動を

促し、投票率向上につながる効果的な啓発活

動にかかわる先進事例等の調査・検討に努

め、積極的に実践できるよう組織体制強化を

図ってまいりたいと考えております。

最後に、第５点目の投票所の見直しに係る

今後の方針についてでありますが、投票所の

統廃合を含む再編や環境改善につきまして

は、特に昨年の国政選挙経費削減を受けた全

国の自治体において、投票所の数を削減する

動きが顕著となり、地域住民の投票利便性確

保の観点から、臨時バス運行などにより有権

者の足を確保するといった移動支援による代

替措置を講じる自治体も出てくるなど、地域

有権者の投票行動を阻害しないよう配慮がな

されているところであるものの、選挙におけ

る平等・公平性の観点から、賛否両論もある

ものと聞き及んでおります。

当委員会といたしましては、市内投票所で

投票立会人を務められる各町内会の代表から

寄せられております課題の対応について、先

般、町内会長と協議を行ったところであり、

まず、優先課題としての対応に努めることと

しております。

投票所の統合再編を含む見直しにつきまし

ては、地域有権者の投票行動に大きな影響を

及ぼすことに十分留意し、今後の課題として

とらえ、調査・研究を重ねながら、投票率の

向上と地域有権者の合意が得られるような方

策とプロセスを検討してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ８番。

○８番（太田博之君） それでは、選挙問題

について再質問させていただきます。

まず、選管委員長には、大変丁寧に御答弁

をいただきまして、まことにありがとうござ

いました。

それぞれ項目についてお答えをいただいた

のですが、まず、相馬市の先進地視察、委員

の皆様と、この時期に時間をとって研修をし

たということに対して、まずもって敬意を表

したいと思います。また、そういう迅速な対

応の中から、さまざまな、今後役立てる研修

の成果を出されたということで、今後ますま

す期待したいと思いますので、まずもって大

変御苦労さまでございました。

私が今回、選挙問題を取り上げた部分は、

一般質問の中でも取り上げましたけれども、

やはりこれまでの管理型という選挙管理委員
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会の体質といいますか、そういったものか

ら、目標値をきちんと定めて、それをどう解

決をしていくのかという、もちろん達成型の

選挙管理委員会に変わっていくというところ

が大きな視点なわけであります。

その中で、ポスターの掲示場所に関して

も、今後、人口分布等、これまで見直してこ

なかった部分もあわせて総体的に見直すとい

う御答弁をいただきました。

そしてまた、常時啓発についても、中・高

校生への選挙グッズの貸し出し等、これもさ

れていますし、また、選挙啓発のパンフレッ

ト等も含めて、また、今回は、新しく雇用の

従業員の方々にも出前講座をして、投票率を

上げるよう促していくということも聞いて、

大変うれしく思っております。

その中で、さまざま私も資料を持っていま

して、参考になればということで、何点か御

紹介をさせていただくのですけれども、ま

ず、今出ました投票所の見直しがありまし

た。統廃合、これは各地で行われていまし

て、小諸市などでは、いわゆる統廃合して数

を大幅に減らしているのです。その減らした

経費を、先ほど選管委員長も申しましたとお

り、過疎地といいますか、人口が少ないとこ

ろの交通費として、無料バス、巡回バスを出

すとか、さまざまな試みをされているわけで

す。

その中で、特に私は、数を減らすという部

分に関してはいろいろ議論があるところだと

思うので、これは慎重に進めなければならな

いと思うのですけれども、その中で、１点提

案したいのが、投票所の事務を実は高校生に

お願いをしている自治体もあるのです。いわ

ゆる立会人とは別に、高校生に参加をしても

らって、投票所に来た方々にお声がけをしな

がら、そういった市民の投票行動を見てもら

う。その中から、若者が体験をすることに

よって、選挙自体を見直すとか、さまざまな

部分でこういった取り組みもされております

ので、これは後でどういった形で取り入れて

もらえるかわかりませんけれども、とりあえ

ず、そういった高校生の選挙にかかわるかか

わり方といいますか、そういったものの考え

があるかとか、その辺のところをちょっとお

聞きしたいというふうに思います。

それと、高校生の話になりましたのでお話

をさせていただきますが、実は若い人たちの

投票が本当に少なくなっているのです。２０

代の投票率は、２０％いくかいかないかとい

うところまで下がってきています。そういっ

た部分からすると、若年者の投票行動を促す

部分で、一つ私は提案したいのが、シチズン

シップ教育推進、これは教育長ももちろん御

存じのことだと思いますけれども、いわゆる

選挙啓発にかかわる教育、主権者教育といい

ます。

教育基本法第２条第３項、教育の目的、

「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成

に参画し、その発展に寄与する態度を養うこ

と」。新学習指導要領では、中学社会の公

民、平成２４年から、「民主政治の推進と，

公正な世論の形成や国民の政治参加との関連

について考えさせる。その際，選挙の意義に

ついて考えさせる」、これも定義されている

わけですね。

ほかの自治体では、このシチズンシップ教

育をどんどん進めているところもございま

す。高校生だけではなくて、まさに小学校、

中学校からもどんどん進めているというとこ

ろでございます。これは今後の取り組みとし

て、また改めて取り上げてみたいと思います

けれども、選挙管理委員会として、そういっ

た学校連携、いわゆるシチズンシップ教育も

含めて、若年者の投票率を上げるため、そし

て、民主主義という部分での、いわゆる国民

の権利、義務、さまざまな部分でのシチズン

シップ教育について、今後、取り組むお考え

があるか、この２点についてお伺いしたいと

思います。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

選挙管理委員会委員長。

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 先

般お答えいたしましたが、今の再質問につい
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てお答えいたします。

私どもは、こういう場に何回か出て答弁を

いたしておりますけれども、今まさに、目標

型といいますか、これまでやってきた管理型

から目標型、あるいはまた、国の行革があり

まして、それぞれの経費が削減されている

と。そういった方向に向かって我々は努力し

ていかなければならないという、今、太田議

員さんが申し上げるように、まさにそういう

認識を強く持っております。

そして、そのことで、若者も非常に選挙離

れをして投票率も低いということから、どう

すればいいのかということでは、神奈川県の

ほうでは、学校にそういうふうな方法で意識

を向上させるという模擬投票をやっておりま

す。私どもも、今後、そういうことまで地域

の学校に考えていく必要があるのかなと、今

後、そういうものも、研修なりを検討して

やってまいりたいと思っております。

それで、選挙の常時啓発につきましては、

まず、若い層からそういうものを取り入れて

いくように、我々も常時啓発といいますか、

そういうものに力を入れてまいりたいと思っ

ております。

今のシチズンシップの問題については、今

そういうものを初めて聞いて、そういうこと

もあるのかと、私どもは、そういう方向にも

十分研修をして、それに取り組むように今後

勉強してまいりたいと思っております。

以上です。

○議長（馬場騎一君） ８番。

○８番（太田博之君） 本当に教育の中に、

今、シチズンシップと言いましたけれども、

先ほど教育要領の話をしましたけれども、こ

のシチズンシップの目的と実践ということで

言うと、「子どもたちが、参加型民主主義を

理解・実践するために必要な知識・スキル・

価値観を身につけ、行動的な市民となるこ

と」ということの目標でこういう単元が設け

られて、授業展開していくということなので

すね。

私は、幼児教育から始まった高校までの、

高校となると設置者が違いますので難しいと

ころもあると思いますけれども、選挙管理委

員会がそういった部分に一歩踏み込むという

ところが大変重要なことであろうと思いま

す。そういうことになれば、当然、教育委員

会の協力も得なければなりませんし、また、

市長部局全体との、そういった子供たちの民

主主義のあり方といったものも議論する時期

がもう来ているのだと私は思っているので

す。

それで、最後に、再質問の中で、今、市長

が進めている市民とともに歩む政治、「みん

なで創る 国際文化都市」、この中に、市民

参画型ということの一つのバロメーターとす

れば、投票率、これは各自治体どんどん下

がっていますけれども、協働のまちづくりを

進めることによって地域コミュニティー、い

ろいろな形での一つの波及効果として、私は

選挙の投票率といったものが一つの指数には

なってくるのかなというふうに思うのです

ね。

やはり投票率が常に高い地域というのは、

それだけ行政に関心を持っている、地域のま

ちづくりに関心を持っている、自分たちの国

づくりに関心を持っているということにイ

コールになっていくわけです。

さまざまな選挙の開票事務だったり、こう

いった一つの啓発に関する中でも、その自治

体のトップのリーダーシップが強いところと

いうのは、どんどん結果を出しているのです

ね。

私は、答弁のやりとりを聞いて、市長に、

最終的に、こういった若者の投票率を上げて

いくのだと、そして、選挙啓発が協働のまち

づくりに一つ大きなポイントを持つというこ

とであれば、今後、市長が積極的にかかわっ

ていくべきだというふうに思っているのです

が、最後に御所見をお聞きして、質問を閉じ

たいと思います。よろしくお願いします。

○議長（馬場騎一君） 市長、答弁願いま

す。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを
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いたします。指名でありますので、お答えを

したいと思います。

選挙のことについては、されるほうですの

で、言いにくいわけでありますが、いずれに

しても、今までの話にありましたように、非

常に投票率が下がっている原因については、

いろいろあると思いますけれども、単純に政

治離れといいますか、そういうものがあるの

かなという感じはしております。

ということであれば、もちろんこの前の成

人と語る会でも、若干そういう問題もあった

のですけれども、やっぱりそういう機会をと

らえて、表面では、義務とか責任とかという

言葉が出ますけれども、なかなか結果として

そういうものが出ていないというような気が

します。

したがって、私も、それはいろいろ政治に

対して不満がありますけれども、結局は投票

率が下がって、いわゆる政治離れをしている

と。そういうことが悪循環でありますので、

その必要性というものをしっかりと認識して

もらって、政治に反映されるべく一票を投じ

るというようなことになるように、どういう

方法があるのか、私の限られた中で努力して

まいりたいと。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、８番太田博

之議員の質問を終わります。

─────────────────

○議長（馬場騎一君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１６日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１７日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時３７分 散会


